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国際食品規格策定プロセスを踏まえた食品衛生規制の国際化戦略に関する研究 

研究分担報告書 

高齢者の『健康な食へのアクセス』に関連する要因の検討 

 研究分担者 太田 亜里美    新潟県立大学  
本研究は地域の高齢者がそれぞれの食環境の中で、多様な食品を摂取するために必要な

『健康な食へのアクセス』に関連する要因を検討した。日本の現状の把握をするとともに、

疾病の有無・年齢・地理的差異・社会的経済的地位等の食品確保への影響や原因等を把握し、そ

れらへの対策を策定する際に参考となる知見を得ることができる。さらに今後アジアをはじめと

する世界の高齢者の食のアクセス問題について日本が求められていることの検討も始める。 

方法として①都市型と農村型の地区をもつ N市で行った介護の必要のない 65歳以上の介

護認定のない高齢者 1万人を対象とした 2016 年アンケート調査（日本老年学的評価研究

JAGES）から分析を行った（有効回答数 65％）。市内のスーパー（308件）、コンビニ（301

件）などの食料品店の住所データも利用した。『健康な食へのアクセス』の評価は食品 10

項目の摂取頻度からみる食の多様性スコアで行った。②インドネシア保健省を訪問し、高齢

化対策の現状の情報交換、食を含めた高齢者共同調査につき話し合いを行った。 

結果として、多様性スコアの低い群は主観的健康観(先行研究で健康と関連)が有意に低

く、『健康な食』の指標として妥当と考えられた。個人要因として男女とも教育歴が低い、

婚姻なし、低所得、歯の本数少ない、喫煙、鬱傾向があると、食の多様性が低い傾向、逆に

高齢な群で多様性スコアは高い結果となった。食にかかわる個人の資質として、食の知識、

態度、技術の３項目が挙げられるが、学歴、『健康に関する記事や番組に関心がありますか』、

『自分で食事の用意ができますか』のアンケート３項目で検討した。教育歴が最も多様性ス

コアとの関連が強く、健康への意識でも関連がみられたが、自分で食事ができるかの質問は

関連がなかった。 

食料品店舗数と多様性スコアとの関連は中学校区別の実際の食料品店舗数、個人の店舗の

認識として『生鮮食料品店が近くにありますか？』のアンケート項目を使用した。男性のみ

主観的な店舗の有無（認識）と食の多様性との関連を認め、実際の店舗数は関連がなかった。

次に食料品へのアクセス手段（自分で買いにいく、家族等の送迎で買い物 送迎サービス、

家族等に頼む、買い物代行サービスを使う、宅配サービスを使う）が食の多様性に影響する

かを検討した。男女共に『宅配サービス』利用者は、女性のみ『自分で買いにいく』群で多

様性スコアが高かった。自分で運転の有無については女性のみ食の多様性と関連を認めた。 

『宅配サービス』が食の多様性につながる結果であったこと、海外の先行研究からも直接

食事等の提供が健康に影響する可能性が報告されており、今後栄養価の高く低価格な食品、

あるいは弁当などを多様性スコアが低くなる背景をもつ対象者が利用できるような仕組み

を、企業、行政とともに作っていく必要があると考える。個人の教育歴、健康意識が『健康

な食へのアクセス』に強く関連していたことから、『宅配サービス』に簡単なレシピや食育

情報をいれるなど並行して知識、態度の改善を促す方法の検討も必要であると考える。 

さらに日本が『健康な食へのアクセス』に対してどのような提言ができるかを検討するう

えで、インドネシア保健省 Kirana総局長、高齢者対策委員 IPB大学 Kusharto教授を訪問し、

高齢者対策の現状の情報交換、行政、大学と行う食へのアクセスを含めた高齢者調査の可能

性について話し合った。電話、SNSで頼める食のデリバリーサービスがインドネシアで多く、

健康で安全な食につながっているかも調査に入れる予定である。今後宅配サービス等による

『健康・安全な食へのアクセス』の評価は、両国の高齢者対策につなげられると考える。 

 研究協力者 新潟県立大学 村山伸子、東京大学 近藤尚己 
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A．研究目的 
WHO は、毎年 1,100 万人が塩・砂糖・脂肪

の摂取過多や穀物・野菜・果物の不適切な摂

取で死亡し、800 万人が肥満や栄養失調で死

亡し、42 万人が食品に由来する疾患で死亡し

ていることから、「2023 年までに、10 億人

がユニバーサルヘルスケアを享受し、10 億人

が健康危機から守られ、10 億人がよりよい健

康状態になる」という目標を上げている。食

へのアクセスの問題は途上国において大き

な問題であるが、一方で、先進国においても、

高齢者がその食環境の中で「食へのアクセ

ス」の弱者となっている現状がある。そこで、

本研究は地域の高齢者がそれぞれの食環境

（地区別食料品店舗数）の中で、多様な食品

を摂取するために必要な『健康な食へのアク

セス』に関連する要因を検討した。男女で食

への意識、食事をつくる役割等性別の差が大

きいと考え、男女に分けて分析を行った。日

本の現状の把握をするとともに、疾病の有

無・年齢・地理的差異・社会的経済的地位等の

食品確保への影響や原因等を把握し、それらへ

の対策を策定する際に参考となる知見を得る

ことができると考える。 

 さらに日本が今後発展途上国に対して『健

康な食へのアクセス』に対して、どのような

提言ができるかを検討していくうえで、他国

の高齢者の生活背景と健康・安全な食へのア

クセス状況の把握が必要であると考えた。平

均年齢が 70歳、脳卒中による死亡率が一位、

母子手帳など日本の保健医療制度をとりい

れてきているインドネシアにおける高齢者

対策、食へのアクセスにつき、インドネシア

の保健省および高齢者対策委員メンバー教

授を訪問し、インドネシアの高齢者対策、食

料アクセスの現状、今後共同調査ができない

か話し合いを行った。 

B．研究方法 
齢者の『健康な食へのアクセス』に関連する

要因について、都市型と農村型の地区をもつ

N 市で行った介護の必要のない 65 歳以上の

高齢者一万人を対象とした既存のアンケー

ト調査結果（2016 年アンケート調査（JAGES 

日本老年学的評価研究））を検討した（有効

回答６５％）。さらに環境要因として、2015

年国勢調査および、2016 年 N 市内のスーパー

（308 件）、コンビニ（ 301 件）などの食料

品店の住所データ(グリーンページ)、地理情

報システム(arc GIS,esri 社)を使用した。 

『健康な食』の指標として、食の多様性ス

コアを使用した。①魚、②肉、③卵、④大豆、

⑤牛乳・乳製品、⑥緑黄色野菜、⑦海藻、⑧

イモ類、⑨果物、⑩油の摂取の各食品を１日

１回以上食べていれば１点、以下 0 点、合計

10 点としたスコアである（熊谷ら,日本公衆

衛生雑誌.2003)。地域在宅高齢者における食

品摂取の多様性と高次生活機能低下の関連

として、多様性スコアが高いほど、要介護に

なる率が低いと報告している。 

 本研究では『健康な食へのアクセス』は、

食の多様性スコアを『健康な食』の指標とし、

高齢者の『健康な食へのアクセス』と個人・

環境要因と食の多様性スコアにつき検討を

行った（図１）。 
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男性、女性で食へのアクセスの違いの可能性

から、すべての分析を男女別に具体的には下

記の分析を行っている。 

１）食の多様性スコアと、主観的健康観（個 

人の健康と関連が報告）の関連の検討 

２）食の多様性スコアの個人要因との関連 

性別、年齢、教育、婚姻状態、家族構成、等 

価所得、病気の有無、うつ傾向の有無、喫煙 

の有無、歯の本数 

３）食に対する個人の資質としての知識、態 

度、技術との関連 

知識：教育歴（学歴）、態度：個人の意識『健

康に関する記事や番組に関心がありますか』、

技術：『自分で食事の用意ができますか』の

アンケート３項目を使用。 

４）生鮮食料品の入手方法との関連 

食料品アクセス手段（自分で買いにいく、

家族等の送迎で買い物、送迎サービス家族等

に頼む、買い物代行サービスを使う、宅配サ

ービスを使う）その他、自分で運転する 

5) 実際の食料品店の有無と個人の店舗の認

識のずれは何が影響するのか。 

住所から対象者の住む各中学校地区の食料 

品店の有無(客観的な店舗の有無)と、アンケ 

ートの質問、「あなたの家から徒歩圏内に生 

鮮食料品店はありますか？」（主観的な店舗 

の有無）の両者関連を検討した。どのような 

個人の要因が食料品店の認識が弱まるか、ま 

た客観的・主観的な店舗の有無と食の多様性 

スコアとの関連も検討する。 

統計には IBM SPSS statistics 24 を使用し、

P<0.05 を有意差ありとした。 

JAGES 調査実施にあたり、国立長寿医療研

究センター倫理・利益相反委員会の承認を得

た。個人の研究者は個人を特定できないデー

タの提供を受けた。 

C.結果 

 〇食の多様性スコアの平均±標準偏差

は、4.12±2.54 点であった。多様性スコアで

は、介護リスクのある点数等につき確立した

基準点がない。本研究では、多様性スコアを

3 分位にわけ、低い群（0-2 点）1835 人（30％）、

平均群(3-5点）2425人（39.6％）、高い群(6-10

点)、1860 人(30.4%)の 3 群にわけて分析を行

った。本結果の概要を示した（図２）。 

 

１）食の多様性スコアと主観的健康観（個人

の健康と関連が報告）の関連の検討（表１）。  

男性、女性ともに多様性スコアの高い群で主

観的健康感が強かった（model1:年齢、病気、

ADL,教育、婚姻、世帯構成、所得、喫煙の有

無で補正。) 次に鬱傾向を補正項目に追加し

たところ、男性は多様性スコアと主観的健康

感の関連が持続したが、女性では関連がみら

れなくなった (model2) 。 

２）食の多様性スコアと個人要因、店舗数、

食アクセスとの関連（クロス集計） 

表 2.1 に多様性にスコア（低 0-2 点、中 3-5

点、6-10 点）と男女別の個人要因との関連（年

齢層、病気の有無、身体活動レベル、教育歴、

婚姻状況、家族構成、等価所得、歯の本数）

の人数、％、P 値（クロス集計）を示した。

高齢になるほど多様性スコアが高い傾向、教
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育歴、所得が低い、結婚していない、一人暮

らし、歯が少ない群で多様性スコアは低かっ

た。 

さらに鬱傾向は多様性スコアが低く、健康

番組をみる健康意識の強い群で多様性スコ

アが高かった（表 2．2）アンケートで『生鮮

食料品店が近くにありますか？』の質問にあ

ると答えた群では、多様性スコアが有意に高

かったが、住所データにもとづく食料品店の

有無は、多様性スコアとの関連は認めなかっ

た。 

表 2.3に多様性スコアと生鮮食品の入手方

法の関連（クロス集計）を示した。 

女性のみ、自分で買い物をしている群ほど多

様性スコアが高く、男性のみ家族に買い物を

頼む群で多様性スコアが高かった。男女共に

宅配サービスを使う群は多様性スコアが高

かった。 

表 3.1では多様性スコアと個人要因につき

社会経済状況等で補正のうえ検討した(多重

回帰分析)。教育歴が、男女とも多様性スコ

アとの関連が強いこと、男性のみ婚姻無しで

多様性スコアが低かった。また女性のみ車の

運転をする群は多様性スコアが高かった。 

さらに、食料品店はありますか、というアン

ケートにある、と答えた群は男性のみ有意に

多様性スコアが高かった。 

３）個人の食へのアクセスにかかわる能力の

把握のため、男女別に知識：教育歴 態

度：個人の健康への意識『健康に関する記

事や番組をみますか』技術：『自分で食事

の用意ができますか』、の３項目を評価項

目とした。この３項目と多様性スコアとの

関連につき、社会経済状況を補正し、検討

した（表 3.2）。 

  教育歴では、特に関連性が強く、女性で

は大学卒業を reference としたとき、中学

卒業ではβは-0.583（Ｐ＝0.008）と傾き

（多様性スコアとの関連の強さ）が大きか

った。個人の健康への意識づけに関して男

性ではβ-0.203（Ｐ＝0.00Ｐ＝0.003）、

女性ではβ-0.383 と関連がみられた。ただ

し、技術『自分で食事の用意ができますか』

については男女ともに関連はみられなか

った。男性のみ主観的な店舗の有無（認識）

と食の多様性との関連を認めたが、実際の

店舗数は関連がなかった。 

４）食の多様性スコアと生鮮食料品の入手方

法との関連(表４) 

  生鮮食料品店の入手方法『ふだんあなた 

はどのような方法で、生鮮食料品を入手し

ていますか』のアンケートの質問に対して、

男女別に食料品アクセス手段（自分で買い

にいく、家族等の送迎で買い物、送迎サー

ビス、家族等に頼む、買い物代行サービス

を使う、宅配サービスを使う）が食の多様

性に影響するかを検討した。年齢、社会経

済状況等で補正を行い、女性のみが、『自

分で買いにいく』群で多様性スコアが有意

に高かった。また男女ともに『宅配をして

もらう』群では男性４％、女性９％の利用

率であったが多様性スコアが有意に高か

った。 

5)食料品店の実際の有無と認識のずれは何

が影響するのか。 

店舗が実際にあっても、店舗がある認識が

なければ食料アクセスにつながらない可

能性がある。2016 年の新潟市内の食料品店

(スーパー、コンビニエンスストア）の住

所から対象者の住む各中学校地区の食料

品店の有無(客観的な店舗の有無)と、アン
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ケート項目内の「あなたの家から徒歩圏内

に生鮮食料品店はありますか？」（主観的

な店舗の有無）との関連を検討した（社会

経済状況で補正）。 

まず、認識（主観的な店舗の有無）と客

観的な店舗の有無は男女ともに有意に関

連がみられた（P=0.0001）。 

店舗の認識については、年齢の高い群で

有意に高かった。また女性のみ、車がない

群のほうが、車がある群よりも食料品店の

認識が高かった。有意差はないものの、男

性、女性ともに教育歴、所得が低い群で認

識が低い傾向がある可能性がみられた。 

 

 D. 考察 

本研究では、高齢者の『健康な食へのア 

クセス』に関連する要因の検討を行った。社

会経済状況、特に教育歴の関連が強く、男性、

女性の食へのアクセスの違いがみられた。地

域での食料品店の有無は特に女性において

は『健康な食へのアクセス』に関連していな

い可能性があり、男女共に『宅配サービス』

が直接的に『健康な食へのアクセス』につな

げられる手段であると考える。 

『健康な食へのアクセス』の評価として食 

の多様性スコアを評価指標として使った。先

行研究と同様に個人要因として教育歴、所得が

低い群で男女ともに多様性スコアは低かった。

また男性では婚姻状況が食と関連し、一方予想

と反し、男女とも年齢が高群ほど（80 代以上）

多様性スコアが高い結果であった。多様性の

ある食が健康寿命につながっているのかに

ついては、健康意識が高く、健康で多様な食

を食べる場合もあることから、今後追跡調査

の分析が必要と考える。 

今回女性と男性と分けることで、『健康的 

な食のアクセス』の違いについても明らかに 

なった。食料品店舗数と『健康な食へのアク

セス』の関連に関しては、男女とも実際の店

舗数は関連がみられなかった。男性のみ主観

的な店舗の有無（認識）と食の多様性との関

連を認め、また女性のみ車の運転の有無が食

の多様性と関連していた。さらに食料品への

アクセス手段（自分で買いにいく、家族等の

送迎で買い物 送迎サービス、家族等に頼む、

買い物代行サービスを使う、宅配サービスを

使う）のなかで、男女共に『宅配サービス』

が食の多様性と関連していた。また女性のみ

『自分で買いにいく』群で多様性スコアが高

かった。女性に関しては食料品店の環境が悪

くてもアクセスする手段があれば多様性ス

コアが高くなる可能性がみられた。ただし年

齢が高くなり、免許返納時には地域の食料品

店、宅配サービスの紹介等、情報提供等、食

へのアクセスの悪化を防ぐ対策も必要かも

しれない。 

 本研究で宅配サービスを利用していた人

は少なく（男性４％、女性９％）、Ｎ市では

現時点ではサービスの少なさや宅配サービ

スにかかる値段などがハードルになってい

る可能性があった。今後『宅配サービス』に

様々なサービスや価格の低下、食の選択が増

えたとき、必ずしも『健康な食』につながら

ない可能性が心配される。欧米などでは食の

配達ではピザなどファーストフードも多い。

また先行研究で、スーパーなどの食料品店が

近くにあったとしても必ずしも健康な食に

つながるわけではない、健康な食への選択に

必ずしもつながらないことがわかってきて

いる（Murakami et al. Nutriton. 2009, 
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Pearce J et al. J Epidemiol Community 

Health.2008）。 

食事を直接提供することも一つの方法で

ある可能性がある。アメリカでは低所得層へ

の食事の提供プログラム(Older Americans 

Act の位置づけ)、イギリスではボランティア

による Meals on wheels が高齢者の食の提供

として挙げられている（Payette et al.The 

Journal of Nutrition, Health＆Aging. 2006, 

Vieira et al.Journal of Aging Research. 

2017)。食の改善として心血管系の疾患をも

つ高齢者に高血圧治療としての食(ＤＡＳＨ

食)を週７回の配達を行い、食事全体の改善

がみられたとの報告もあるが（Troyer et 

al.Am J Clin Nutr. 2010）、高齢者への健

康改善の評価研究は少ない。 

本研究では食の多様性に影響する個人の

能力として、知識、態度、料理のスキルを評

価した。教育歴、『健康に関する記事や番組

をみますか』 、『自分で食事の用意ができ

ますか』、の３項目を評価項目とした。うち、

高齢者の知識、態度が食の多様性に強く影響

していることがわかった。技術に関しては質

問の仕方としては十分でなかった可能性が

あり、具体的に簡単な料理ができるか、など

の質問が必要だった可能性がある。この 3 つ

の項目の改善のため、宅配宅配サービスを活

用した食育の効果が期待される。は海外でも

効果が期待されており、料理教室を開くと同

時に野菜などの食料品をレシピとともに提

供することは、参加者の健康的な食への理解

につなげられる可能性があったと報告して

いる（K.Ko et al.J Nutr Educ Behav.2016）。 

『健康な食アクセス』のための『宅配サー

ビス』として、たとえば野菜、卵、牛乳、魚

や肉といった値段を抑えたパッケージングと

して販売する、あるいは一部は様々な食品を取

り入れた弁当等も後期高齢者にとっては食へ

のサポートにつながる可能性がある。さらに簡

単なレシピや食事の内容のアドバイス等教

育的な情報等を取り入れるなど教育的アプ

ローチも同時に行うのも効果がある可能性

がある。 

コンビニエンス業界においても、業界内の競

争の中で弁当や食料品、日常雑貨などの販売を

開始している企業、また行政とスーパーの少な

いエリア、買い物弱者への配達も行っている企

業もでてきている。章胤杰らは高齢者だけでな

く、働く女性らにも食料品配達のニーズがある

ことから、まだ模索段階であるが、生協などと

の異業態との比較を通して、今後運営コスト、

高効率化を追求しながらビジネス展開が進む

であろうと考察している（章胤杰ら.産業学会

研究報.2018）。今後、直接健康な食につなげ

られるような値段設定、宅配料免除等行うな

どもサービスづくりが必要になる可能性が

あり、配達を行う企業にとってもメリットに

なるような形で開始していくことが必要に

なってくると考えられる。 

本研究のもう一つの目的は、今後アジ 

アをはじめとする世界の高齢者の食のアクセ

ス問題について日本が求められていることの

検討を始めることであった。平均寿命 70 歳、

脳卒中による死亡率が高いインドネシアに

おける高齢者対策の現状、食料アクセスの状

況の理解のため保健省 Kirana Pritasari, 

Director General of Public Health を訪問

した。共同研究を行う Prof. Clara M. 

Kusharto (IPB university), Prof. Sri Anna 

(IPB university)、日本から JAGES 事務局長

藤原らと訪問した。保健省、その他行政とイ

ンドネシア内の大学らと共同で、日本と比較
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できる高齢者調査を検討する方向性が話し

合いを行った。まずはボゴール市にある IPB

大学教授、高齢者対策会議メンバーの

Kusharto 教授と日本の多様性スコアのよう

な簡易な食事頻度調査票を作成し、ボゴール

市での高齢者調査から開始し、その後大規模

調査につなげていく方向性 

となった。 

インドネシアボゴール市では、IPB 

university、ボゴール市の高齢者の Posbindu 

を訪問した。高齢者向けの健康増進活動・非

感染性疾患の予防とコントロールを行う場

で保健省はこれらのコミュニティーによる

健康増進活動を推奨している。日本の高齢者

の集まりの場であるサロンと同様の活動で

もあり、近所の高齢者と軽食を食べる共食の

場でもあった。日本、インドネシア両国で『健

康な食へのアクセス』にソーシャルキャピタ

ルといった周囲・地域の影響もある可能性も

ある。 

また食へのアクセスの現状として、インン

ドネシアの都市部では、電話、SNS で頼める

食のデリバリーサービスが年齢層を問わず

は非常に多くなっていた。食料品、日常雑貨

を電話または SNS で配達ドライバー（バイク

を利用）に頼むとスーパー等で購入し届けて

くれ、安価な宅配料を追加支払うシステムで

ある。今後インドネシアのデリバリーサービ

ス等が高齢者の健康で安全な食につながっ

ているか評価が必要だと考える。 

日本、インドネシアの両国の比較により、

宅配サービス等による『健康・安全な食への

アクセス』につながる両国の高齢者対策につ

なげられると考える。 
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